
３.災害時の諸課題について 

 （２）災害ケースマネジメント 

 

能登半島地震の被災地では厳しい寒さの中、いま

だ多くの方が避難生活を余儀なくされています。今

後、被災者支援から生活再建へフェーズが変わって

いくと思われます。現在の被災者生活再建支援法で

は、罹災証明に基づき、住宅の被害状況に応じて最大

300 万円が交付されますが、その支援だけでは生活

再建はできません。住まいを失った高齢者に、住宅の確保とともに介護ケアや医

療的支援が必要となる方、仕事を失った方、多重債務を抱える方など様々な課題

を抱える被災者をどう支援するかが課題です。私たち公明党県議団は先日宮城

県仙台市を視察しました。 

平成２３年東日本大震災で仙台市は５万７千を超える世帯が大規模半壊以上

の被害を受け、最大１２，００９世帯が仮設住宅に、そのうち約８割が借上げの民

間賃貸住宅（みなし仮設）に入居されましたが、広域に点在し、プレハブ仮設入居

と異なり、生活状況の把握が難しい中、仙台市は、発災後、実態把握のため調査

票を郵送しました。 

しかしなかなか返信がなかった為、平成２４年度からシルバー人材センターに

委託し、仮設住宅の入居世帯を全戸訪問し対面で被災者の実態を把握しました。

その上で、健康面など日常生活に支援が必要な世帯と、資金面など住まいの再

建に課題がある世帯等４つに類型化して、仙台市や社会福祉協議会などが支援

計画を策定、その計画に基づいて、行政職員や保健師、弁護士、NPO等の民間団

体の協力を得て、被災者の実態に応じた、官民連携の伴走型支援の体制を構築

 



しました。この取り組みにより仙台市は被災自治体の中でいち早く、約５年で仮

設入居世帯がゼロとなりました。仙台モデルと言われるこの取り組みは、「災害ケ

ースマネジメント」の先進事例として熊本地震や鳥取県中部地震などその後の災

害でも取り入れられたところです。 

政府は昨年５月、国や自治体の災害対応の基礎となる防災基本計画を修正し、

初めて災害ケースマネジメントの整備促進を明記しました。能登半島地震におい

ても政府の「被災者の生活となりわい支援のためのパッケージ」にもその取り組

みが記載されているところです。 

そこで質問です。 

アウトリーチによって被災状況や課題を把握し、生活再建に向けた計画を作成

し、民間団体や福祉、法律の専門家らが連携して支援を行う、災害ケースマネジメ

ントについて知事の見解を伺います。 

政府が防災基本計画を修正し、災害ケースマネジメントの整備促進を明記する

中、本県でも被災経験の少ない市町村にも取り組みが広がるよう、災害ケースマ

ネジメントについて本県の地域防災計画に明記すべきと考えますが、知事の見解

を求めます。 

本県は広域での豪雨災害が頻発しており、活断層も多く存在します。また、南

海トラフ地震をはじめとする大地震も想定され、災害ケースマネジメントは、相談

窓口を設けるだけでは取り残される恐れのある高齢者や情報の行き届かない被

災者を支援し、早期に自立・生活再建を実現する、「誰一人取り残さない取り組み」

を実現するために必要不可欠な取り組みです。 

仙台市の視察から学んだことは、官民が連携した伴走型の支援体制を平時か

ら構築しておくこと、また災害ケースマネジメントを実施するには各地域で起こり

うる災害を想定することが重要であるということです。 



県として、被災者の早期自立・生活再建に向けた市町村支援や民間団体との連

携など、どのように災害ケースマネジメントを推進するのか、知事の見解を求め

ます。 

仙台市の実体験から指摘された課題は、政令市である仙台市と同規模の自治

体ならともかく、規模の小さな市町村では職員も少なく、災害時には、福祉担当

職員に多くの業務が発生し、この仕組みを一市町村のみで運用するのは難しいこ

と。また大規模災害は発生時には、市町村の枠を超えた連携が必須となるという

事です。 

災害ケースマネジメントは緒に就いたばかりであり、今後政府においても必要

な取り組みが示され、進められていくことと思います。上記の課題を念頭に置い

て、平時から県レベルの福祉関係者や士業関係者、ＮＰＯなどの地域の民間団体

と連携を進め、市町村への迅速かつ効率的な支援につながるよう、検討を加速す

べきことを指摘させて頂きます。 

  

【服部知事の答弁】 

①災害ケースマネジメントに対する見解について 

災害ケースマネジメントは、訪問等のアウトリーチにより被災者一人ひとりの被災状況や

健康、住まい、就労などの生活課題を把握し、必要に応じ専門的な能力を持つ団体等と連携

しながら、きめ細かな支援を継続的に実施する取組です。 

令和 2年 7月豪雨災害の際には、大牟田市が取り組んだ事例があります。大牟田市では、

大牟田市社会福祉協議会が中心となって民生委員・児童委員等の関係者と連携しながら、被

災者の方に対し、戸別訪問を行い、状況確認や必要とする支援を把握し、個々の状況に応じ

て、継続した支援を行いました。2年 5か月にわたる取組によって、被災者の生活再建が進

んだものと考えており、災害ケースマネジメントは、被災者の自立・生活再建の実現のため



に有効な取組であると認識しています。 

②「災害ケースマネジメント」の「県地域防災計画」への明記について 

「県地域防災計画」は、国の防災基本計画の修正等を踏まえ、「県防災会議」に諮った上

で、改定しています。「災害ケースマネジメント」についても、国の防災基本計画に記載さ

れたことを踏まえ、「県地域防災計画」を改定することとしています。 

②災害ケースマネジメントの推進について 

県では、被災者支援の実施主体である市町村が、災害ケースマネジメントの必要性に関す

る理解を深めることができるよう、昨年 8月に、内閣府と共催で市町村説明会を実施しまし

た。今後、アウトリーチによる被災者の状況把握や民間との連携など、災害ケースマネジメ

ントの特徴を活かした被災者支援を推進するため、市町村向けのマニュアル作成や研修会開

催のための予算を今議会にお願いしています。 

マニュアルは、災害ケースマネジメントの実施手順や、平時からの準備、被災者の状況把

握において必要となる調査票の作成例などを盛り込んだ実務的な内容とし、市町村や NPO等

の有識者、実務経験者などのご意見を伺いながら作成することとしています。また、研修会

では、マニュアルの解説や事例紹介、実際の見守り・相談支援活動を想定した演習などを実

施し、災害ケースマネジメントの実践に必要な知識やスキルの習得を図ることとしています。 

 


